
兵庫県

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・担当班による総括コーディネーター活動（事業未実施市町への訪問活動・コンサルティング相談）

・地域推進会議による関連団体からの意見聴集や実証事業検証と提案

・地域移行連絡協議会による地域の実情に応じた課題や要望のヒアリング

・県スポーツ協会共催「令和５年度部活動×地域スポーツ フォーラム in Hyogo」の開催

・部活動における少子化の影響：県内において平成16年度には112,130人いた運動部員が、令和５年度には77,795人に減少（30.6％の減少率）．

・県内各市町における地域移行への取り組み状況

「地域移行を検討する協議会の設置・地域移行窓口の設置 ・・・40市町（100％）

「協議会において方向性を検討」 ・・・18市町（40％）

「主に地域移行（学校管理外）（国事業含む）を実施予定」 ・・・15市町（36％）

「主に地域連携（学校管理内）から実施予定」 ・・・ ９市町（21％）

・Ｒ６地域移行・地域連携取組予定が34／40市町の81％に

・関連団体代表による意見や提案により、ガイドラインではなくより強い方向性の提示（推進計画の策定へ）

・フォーラムの共催により、競技団体の地域移行窓口の開設に成功（市町担当者と競技団体とのマッチング）
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兵庫県尼崎市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・教育委員会（スポーツ推進課、保健体育課）及び(公財)尼崎市スポーツ振興事業団（市出資団体）による事務局の下、大学や体育協会等とも連携

しながら、休日の学校部活動に指導者を派遣し、学校管理外の活動として実施する。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：市区町村運営型（地域団体・人材活用型）

（２）運営主体：地域クラブ化せず、学校管理外の活動として実施したもの

（３）種目：野球、ソフトボール、サッカー、バスケットボール（女）、陸上（男女）

（４）指導者の主な属性：団体職員、大学生、個人

（５）１か月あたりの平均的な活動回数：月16回程度（平日3回、休日1回）

（６）主な活動場所：学校運動施設

（７）主な移動手段：通常の通学に同じ

（６）１人あたりの参加会費等（年額）：0円/年

（７）１人あたりの保険料：生徒800円／指導者1,850円

・設置のない種目や、部員数が規定の試合人数に足りない部活動が相当数ある。

・部活動の指導を希望しない者や、指導がしたくともできない者が増加している状況にある。

・生徒の受け入れ先として想定されているスポーツクラブ21では、7割以上のクラブで受け入れが困難

・地域移行に当たって平日と休日の指導者が異なることについて、学校や指導者から懸念として示された。

・本格実施には専業事業者が取組の中心となるであろうことや、個人指導者間の連携確保・責任負担の緩和が図れるような組織が必要

・実施主体としての大学や、社会人チームを協議会構成員とするなど、多方面の主体との連携を図ることなどにより、新たなアイデアや円滑な実施を図った。

・顧問と指導者との情報共有の円滑化や指導者の不安を拾いやすくすること、円滑な勤怠管理を図るため、デジタルツールを活用した。

・将来的に多様なスポーツに子どもたちが参加できるよう、社会人アメリカンフットボールチームと協働してフラッグフットボール教室を開催した。（市単独事業）
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兵庫県伊丹市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

• 「伊丹市中学校部活動の地域移行に関する協議会」を設置し、関係団体・市関係部局との連絡・調整、助言等を行った。

• 市内８全中学校において１部活動を実証対象とし、地域移行に係る課題の洗出しを行った。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：地域団体・人材活用型（市区町村運営型）
（２）運営主体：伊丹市教育委員会
（３）種目：柔道、なぎなた、男子バスケットボール、女子ソフトテニス、サッカー
（４）指導者の主な属性：地域の指導者（外部指導者）等
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：４回程度
（６）主な活動場所：各学校
（７）主な移動手段：徒歩が主
（８）１人あたりの参加会費等（年額）：無料
（９）１人あたりの保険料：生徒８００円／指導者１８５０円

• 少子化が進展する中、学校部活動を従前と同様の体制で運営することは難しくなっている。

• 将来にわたり子どもたちがスポーツ、文化芸術活動に継続して親しむことができる機会を確保するためには、今までとは違う枠組みを整える必要がある。

• スポーツ・文化芸術活動に親しむことができる環境の整備と中学校教員の業務負担の軽減の同時実現できる取り組みを必要としている。

• 実証事業の検証を下に、今後の地域移行に係るロードマップを描き、来年度にきめ細かな保護者説明会の実施と種目ごとで今後の環境整備のあり方を検討

することとした。



兵庫県猪名川町

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・総括コーディネーターを1名配置し、関係団体・関係担当課・学校等との連絡調整、運営体制の整備や人材確保など持続可能な運営ができる組織体制の整備を行う。

また、責任の主体の明確化にする取組、指導者の研修等も行う。

・生徒の志向や体力等の状況に応じて、持続可能な活動ができる環境を整える。

・学校の施設・設備・備品等を使用して、地域移行を実施する際の利用ルール（利用範囲や破損・紛失した場合の対応・施設の開閉手段、管理等）を策定する

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：地域スポーツ団体運営型（体育・スポーツ協会型）
（２）運営主体：川辺陸上競技協会
（３）種目：陸上競技
（４）指導者の主な属性：体育協会員
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：１０回
（６）主な活動場所：猪名川町立猪名川中学校
（７）主な移動手段：徒歩、自転車
（６）１人あたりの参加会費等（年額）：36,000円/年
（７）１人あたりの保険料：生徒800円／指導者1,850円

・現在、猪名川町では猪名川町体育協会と猪名川町スポーツ少年団を中心に、中学生クラスの充実・創設を行っている。

・少子化によりチームが組めなかったり十分な練習が実施できない。また、後進の育成に課題があり、持続課な運営が難しい現状がある。

・総括コーディネーターを中心に、 12の競技の指導者を確保することができた。

・生徒の志向に応えられるよう、各競技団体にレベル別コースを設置したり、レベル別団体を創設したりすることを計画している。



兵庫県丹波篠山市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・丹波篠山市部活動の現状、課題を踏まえ、学校の枠を超えた学校と地域とが連携・協働した地域クラブ活動の創出を目指す。

・教育委員会と地域の競技団体が協議し、子どもたちが多様な選択肢の中からやりたい活動を選択し、持続可能な活動を行うことができる環境・体制整備を行う。

・魅力的な地域クラブ活動創出に向け、専門的指導者の確保、学校施設の効果的な活用、大会参加の在り方、費用支援、保護者負担等について協議、検討を行う。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：市町村運営型（競技団体連携型）
（２）運営主体：丹波篠山中学校女子ソフトボールクラブ

（篠山ソフトボール協会）
（３）種目：ソフトボール
（４）指導者の主な属性：地域指導者（協力者）
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：4回
（６）主な活動場所：市内中学校グラウンド
（７）主な移動手段：自転車および保護者送迎
（６）１人あたりの参加会費等（年額）：12,00０円/年＋必要経費
（７）１人あたりの保険料：生徒800円／指導者1,500円/年額

・丹波篠山市における中学生数は、ここ20年で600人以上減少している。それに伴い、各校の団体種目などで学校単位で試合に参加できる人数が揃わないなどの

課題が見られるようになってきた。平成25年からは、ソフトボールで合同チームがスタートし、現在では軟式野球、バスケットボールなどでも複数校での合同チームで

活動をしている。市内5校の学校規模にも差があり、小規模校では選択できる種目・活動数が限られており、自分のしたい活動を選択できない状況もある。

・学校の枠を超えた地域クラブを創設し、自分の通う学校にやりたい部活がない生徒が、参加可能な活動になるよう、地域の競技団体・指導者と連携を図ることができた。

・学校単位での活動が困難になっている種目の競技団体が学校（顧問）、教育委員会と連携し、効果的な地域クラブの在り方について協議をかさねることができた。

・地域指導者の謝金、大会参加費用、啓発チラシ作成等の財源確保、学校施設を利用した活動場所の確保ができた。保護者負担の在り方についての検討も行った。



兵庫県高砂市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・部活動コーディネーターを配置し、高砂市の部活動地域移行の方向性を立案。
・高砂市部活動の地域移行に関する庁内委員会設置。
・高砂市部活動の地域移行に関する検討委員会設置。
・関係機関へ部活動の地域移行の趣旨説明と協力依頼。
・部活動の地域移行に係る実証研究を実施。

行

●サッカー地域クラブ活動の実証研究の概要

（１）運営類型：市区町村運営型（地域団体・人材活用型）
（２）運営主体：高砂市
（３）種目：サッカー部
（４）指導者の主な属性：地域指導者
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：実証研究年間４回（休日）
（６）主な活動場所：公共施設サッカーグラウンド、中学校運動場
（７）主な移動手段：保護者送迎、自転車
（６）１人あたりの参加会費等（年額）（実証研究は徴収無）
（７）１人あたりの保険料：スポーツ安全保険（実証研究は公費）

生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

業務委託

・部活動の地域移行に関する庁内委員会設置
・部活動の地域移行に関する検討委員会設置
・関係機関へ部活動の地域移行の趣旨説明と協力依頼

高砂市の人口は、87,743人で、生徒数は2,37９人である。(令和5年５月1日現在）中学校は、6校あり、令和5年度の運動部加入率は59.4％で、スポーツの
活発な地域ではある。各中学校の部活動について、サッカー、バレー等、種目によっては、部のない学校も存在する。また、専門的な指導ができにくい教員が担当している
部も少なくない。このような状況の中、部活動を持続することが厳しい状況である。文部科学省の部活動を地域に移行する方針を受け、本年度は部活動の地域移行に
向けた実証研究を実施した。 学校と地域の各種団体等が連携して「中学生にとってふさわしいスポーツ・文化環境をどのように実現するのか」の検討を進めている。

令和５年度は、部活動の少ないサッカー、ハンドボール、ソフトボール部で、部活動の地域移行への計画を立てたが、充実した活動ができたのは、サッカー部である。サッ
カー部の顧問、地域のサッカークラブ指導者、サッカー協会の方々が、お互いの共通理解のもと、生徒への技術的な指導だけでなく、考えさせる指導を行ってきた。教員の
兼職兼業の理解と地域指導者との連携が結びついた活動であった。３０名の生徒に対して、６名の指導者で実施した。今後は、教員の兼職兼業の負担軽減のため、
指導者でローテーションする方策を検討している。
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県

高砂市

A中学校のサッカー部活動を地域移行

B中学校のサッカー部活動を地域移行

C市内サッカークラブ部の地域連携
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兵庫県稲美町

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・稲美町中学校部活動地域連携・地域移行推進協議会では、稲美町における地域クラブ活動の今後の方向性や運営体制について検討を進めた。また、試行

により得られた課題への対応について協議した。

・地域指導者による指導では、顧問と地域指導者が役割を分担しながら指導にあたることで、指導の行き違いをなくし、効率的な指導を目指した。

・合同練習を定期的に行い、活動の集約による集団活動の充実を図った。また、教員と地域指導者との連携の強化や指導者の負担軽減を図った。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：地域移行・市区町村運営型、地域連携・複数校
（２）運営主体：稲美町教育委員会
（３）種目：バスケットボール、サッカー、陸上競技
（４）指導者の主な属性：会社員、自営業、元教員、教員（兼職兼業）
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：月２回程度
（６）主な活動場所：中学校体育館、中学校グラウンド
（７）主な移動手段：自転車
（６）参加会費等（年額）：試行期間は0円（部活動の用具を使用、部費は保護者負担）
（７）１人あたりの保険料：生徒800円／指導者1850円

・「スポーツが好き」と答える児童生徒の割合が大きく、小学校から地域活動に積極的に参加している。部活動入部率も高く、部活動が担う教育的意義も大きい。

・町内２中学校は、生徒数減少により維持困難な部活動が増えている。また、生徒数減少に伴って教員数も減少し、部活動種目も増やすことが難しい。

・顧問や指導者の確保については、教員の異動等により安定した３年間の部活動の運営が難しく、競技未経験の教員が顧問になることへの重圧も大きい。

・地域クラブ活動の試行を進めるにあたり、生徒、保護者、関係者への説明やアンケート調査、関係者のヒアリングを行った。

・種目ごとに指導者との連携や地域クラブ活動の方法を検討した上で、取組の視点を明確にして試行を実施し、稲美町モデルの構築に取り組んだ。

・県の実施事業「プロと連携した指導者講習会」に参加し、生徒が多様な指導者から技術を学ぶとともに、教員、地域指導者が中学生の指導について学んだ。



≪運営団体≫

総合型地域スポーツクラブ
(NPO法人スポーツクラブ21はりま)

≪実施団体≫

各種目協会等

兵庫県教育委員会

スポーツ庁

播磨町教育委員会
播磨町

住民協働部協働推進課
播磨中学校

播磨南中学校 コーディネーター

部活動地域移行推進連絡協議会

兵庫県播磨町

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型 ： 地域移行・団体等運営型
（２）運営主体 ： NPO法人スポーツクラブ21はりま
（３）種 目 ： ソフトテニス、サッカー、卓球、バレーボール、剣道、陸上競技、剣道
（４）指導者の主な属性 ： 兼職・兼業教員、NPO法人スポーツクラブ21はりま会員
（５）１か月あたりの平均的な活動回数 ： 4回～15回程度
（６）主な活動場所 ： 各学校、町体育館
（７）主な移動手段 ： 徒歩、自転車
（８）１人あたりの参加会費等

運営団体会費等 ： 2,500円/年 ＋ 実施団体会費 ： 500円/月～2,500円/月
（９）１人あたりの保険料 ： 生徒800円／指導者1,850円

・本事業の運営団体の「NPO法人スポーツクラブ２１はりま」が学校施設開放事業を受託していることにより、施設の優先利用や使用料減免などについて、効果的・効率的な学校施設の管理運営が

図られた。

・指導者の確保について(前掲)は、播磨町広報等での募集や関係団体への働きかけ、運営団体からの推薦を通して、幅広く集めることができた。

・指導者の質の向上及び量の確保について(前掲)は、近隣大学との包括連携協定の締結により、今後のさらなる進展が期待できるようになった。

・県内大学が所有するスポーツ等に関する教職員(教授等)の幅広い知見及び専門性の高い学生人材による学術・人的支援を得ることで、諸課題の早期解決につながった。

・コーディネーターを配置し教職員との面談を通じて、それぞれの部活動に対する思いを知ることで、意識の変容を図ることができた。

・コーディネーターを１名配置し、運営団体・実施主体と学校や関係団体との円滑な運用に向けた綿密な連絡調整の実施

・指導者の資質向上に係る指導者研修会の開催や、公的資格の取得助成制度を確立し有資格者の確保

・兼業兼職制度を活用し、意欲があり高い指導力のある教職員等の確保

・大学(兵庫大学・県立大学)と連携した指導者や講師等の派遣についての取組の推進

・流通科学大学と播磨町との包括連携協定を締結し、指導者の質の向上及び量の確保の取組の推進

・非課税世帯生徒の会費及び入会金の全額補助、並びに参加生徒の保険料の半額補助を通した地域クラブへの参加促進

・希望する部が無かったり、専門的指導を受けられなかったりすることから、参加率の低下や一部の部に参加が集中している状況

・活動の質や量の確保の点から、将来的に持続可能が困難な状況

・育児・介護等家庭の状況で、休日の部活動へ参画できる教員の減少

・競技経験のない教員が顧問を担当している部の増加による指導力不足

・保護者の部活動に対するニーズの多様化

●運営体制図



兵庫県多可町

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・中学生のスポーツ・文化活動の地域展開検討会議を6月に立ち上げ、6回の会議を開催。（ロードマップ・イメージ図の作成、アンケートの実施）

・モデル事業（卓球）を実施（2週間で月・木・土の計6回活動）

・ロードマップ、イメージ図などの広報掲載、ホームページで情報発信、保護者説明会の開催などによる啓発、アンケートの実施

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：市区町村運営型（地域団体・人材活用型）
（２）運営主体：吉田卓球場
（３）種目：卓球
（４）指導者の主な属性：コーチングアシスタント
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：3回／週（12回／月）
（６）主な活動場所：吉田卓球場（吉田卓球場の所有）
（７）主な移動手段：自転車、公共交通（バス）、徒歩、保護者送迎
（６）１人あたりの参加会費等（年額）：36,000円/年
（７）１人あたりの保険料：生徒800円／指導者1,850円

65才以上1,200円

・児童数の減少が激しく、町内3中学校では種目によってすでに単独で運営できない種目も出始めている。令和8年4月に3中学校が統合することが決まっている。

・顧問の確保も困難で、顧問を拒否する教員も出始めている。

・保護者の認知度は、「知っている」46%、「聞いたことはあるが詳しくは知らない」40%でまだまだ周知啓発の必要がある。

・当初、モデル事業はサッカーとソフトテニス考えていたが、現在の部活動との調整がつかなかったため、種目を学校部活動にない卓球として実施。

・モデル事業の期間を短期間にしたことで、地域クラブ側も「やってみる」という感じで関わってもらえた。

多
可
町
教
育
委
員
会

吉
田
卓
球
場

業務委託

・協力依頼
・募集
・勤怠システムの準備
・アンケート実施
・委託費の支払い

・スポーツ安全保険加入
・卓球の指導
・指導補助員の確保
・保護者への連絡
・必要物品の準備

町内小学校（5校）

児童・生徒

町内中学校（3校）



兵庫県姫路市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・本市の新たな地域クラブ活動として、 「姫カツ(姫路市中学生スポーツ・文化芸術クラブ活動)」の運営団体・実施主体の体制を整備し、持続可能な運営ができる組織体制を

構築する。

・姫カツのモデルとして、合同練習型(水泳競技)と部活動移行型(体操競技)を示し、市競技団体と連携して指導者や活動場所を確保し、実証事業を実施する。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：市区町村運営型（地域団体・人材活用型）
（２）運営主体：姫路市・姫路市教育委員会・市競技団体
（３）種目：水泳競技、体操競技
（４）指導者の主な属性：競技団体役員、退職教員、部活指導員、学校教員等
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：水泳：月２回、体操：月３回
（６）主な活動場所：水泳：民間施設(JSS姫路)、体操：学校施設
（７）主な移動手段：徒歩、自転車、公共交通機関、保護者による送迎
（６）１人あたりの参加会費等（年額）：０円/年
（７）１人あたりの保険料：生徒800円／指導者1,850円

・市立中学校・義務教育学校で35校318の運動部活動（令和5年5月現在）があり、市域も市街地から島嶼部・山間部まで広域にわたっており、規模や実情が様々である。

・部活動が最も多い学校は16種目の選択肢がある一方で、小規模校は4種目であり、生徒にとっては入学する学校、希望する種目によって選択肢に大きな格差が生じている。

・令和4年度実施の教職員対象の実態把握調査によると、専門外の種目を担当している教職員は約50％、将来、休日の部活動指導を希望する教職員は約15％であった。

・専用アプリ（Sgrum）を活用し、参加者及び保護者への連絡、出欠の確認、指導者間や学校・顧問との情報共有を効率的に行うことができた。

・水泳競技では、既存の合同練習会を、新たな地域クラブ活動に発展させて実施することで、生徒や保護者、指導者にとって混乱の少ない形、かつ内容を充実させて活動を行

うことができた。また、参加者の競技力に応じて、基礎と発展の2グループに分け、各2時間ずつ4名の指導者で活動する体制を整えた。

・体操競技においては、市体操協会より複数の指導者が参加することで、男女の競技特性の違いを踏まえた専門的な指導やサポートを行うことができた。
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